
医療扶助に関する見直しに向けた整理（概要）
～医療扶助に関する検討会（令和４年９月６日）～

• データ分析も含めた事業の企画段階から評価段階までの一連のプロセスに
おいて、関係部局との連携を強化することが必要。このため、連携事例の
横展開や、関係部局に求める役割の明確化を行っていくことが適当。

• データに基づく取組をより一層推進するために、国において標準化され
た指標づくりを進め、福祉事務所が当該指標を踏まえて目標・評価指標
を設定した上で事業を実施し、評価していくことが適当。

• 頻回受診に係る相談支援や居場所づくりも含む社会生活面に着目した効
果的な支援を始め、重複・多剤投薬等に係る支援、子どもや親への健康
管理支援も進めていくなど、事業の機能強化を図ることが適当。

被保護者健康管理支援事業

• 従来の頻回受診指導では効果が得られにくい未改善者に対し、保健指
導・生活支援の視点を取り入れた丁寧な支援を行うことが適当。

• オンライン資格確認の導入により、頻回受診の傾向がある者への早期の
状況把握及び助言等を行うことが適当。

• 頻回受診の受診回数の基準（定義）は、これまでの取組の成果やケース
ワーカーの業務負担、他制度の状況等も踏まえ、見直しは不要と考える。

• 医薬品の適正使用に係る取組は、令和５年１月に導入される電子処方箋
の活用による情報連携の仕組みも活用しつつ、福祉事務所において健康
増進の観点と医療扶助の適正実施の観点から取組を推進することが適当。

医療扶助の適正化

対応の方向性について

• 医療扶助については、従来より頻回受診等の適正化対策の必要性が指摘されており、令和３年から開始した被保護者健康管理支援事業については、固有の課
題も少なくないことから、医療扶助に関する検討会において、その見直しに向けた議論を集中的に実施し、論点を整理したところ。

• 本検討会においては、前回改正（平成30年）以降の医療扶助の現状・課題を踏まえた対応として、主に以下のような議論を積み重ねてきた。

 医療扶助の適正化については、これまでに実施した後発医薬品の使用促進や頻回受診対策など、様々な施策の推進により一定の成果が得られている。

 他方、改革工程表2021も踏まえ、適正受診指導の徹底や被保護者健康管理支援事業の機能強化等による更なる適正化を推進することが必要。

 また、都道府県のガバナンスを強化する観点から、医療扶助及び被保護者健康管理支援事業に関する取組を効果的・効率的に推進するため、広域の地方
公共団体である都道府県による市町村等への支援及び指定医療機関への関与の強化が必要。

• 以上のような認識のもと、「被保護者健康管理支援事業」、「医療扶助の適正化」及び「医療扶助に関する都道府県による関与」の３項目について、それぞ
れ以下のとおり対応の方向性について整理した。

これまでの経緯について

• 都道府県による市町村支援の強化について、国による医療扶助及び被保護者健康管理支援事業の取組に係る評価指標例を参考に、都道府県が適切な指標を設
定し、管内自治体の取組状況を把握した上で、その結果を共有するとともに、必要な支援を行うことが適当。

• 都道府県による市町村支援を効果的に進めるため、医療扶助審議会について、都道府県の医学的な専門知識等を補強し、広域的観点から管内市町村に対する
必要な助言その他の援助等を行う機関とした上で、法制上、位置づけることを検討していくことも考えられる。

• 都道府県等による医療機関への関与について、専門性を有する関係者の意見も踏まえつつ、指導対象となる医療機関を選定する際に頻回受診者が多いこと等
も考慮することが適当。また、指導によっても改善しない場合に、適正な対応を求めるための新たな措置等も検討していくことが適当。

• 被保護者の国保等への加入は、他制度の被保険者の保険料負担や保険財政に与える影響が大きいため慎重な議論を行うことが適当。これまでの福祉事務所に
おける頻回受診対策等の取組の成果も踏まえ、まずは、被保護者健康管理支援事業の取組強化や都道府県による市町村への支援等を強化することが適当。

医療扶助に関する都道府県による関与

社会保障審議会生活困窮者自立支
援及び生活保護部会（第２１回）
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